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Abstract:
　Many elderly people don’t go outside so often 
because of physical motor impairment and incon-
venience of public transport. One of the reasons, it 
is difficult to access public transport services by a 
personal mobility.
　From such a background, we suggest a four-
wheel type electric power-assisted personal mobil-
ity for care prevention. In order to check the per-
formance of mobile support equipment, we have 
experimented for three healthy elderly subjects 
(male 1 and female 2) using this equipment. The 
purpose of this experimental is to evaluate the 
physical load of user by the oxygen uptake values 
while they are running at Ochikata area (the road-
way grade 0.9% course and the roadway grade 6% 
slope course) of Sasayama city, one of rural area in 
Hyogo prefecture. The new personal mobility has 
been suggested that elderly people support to 
health maintenance, public transport access and 
go outside. These results can be used for the de-
velopment of new mobility equipment and method 
for improve physical ability of the elderly.

１　はじめに

　高齢社会では、身体的運動能力が低下した高齢者
や身体障害を有する人が日常生活を制限された結果
として生活の質（Quality of Life: QOL）の低下を
来たすことが懸念される。
　加齢は生物学的な老化現象を伴い、身体機能が低
下し、長時間・長距離の自立歩行が困難になってく
る。この身体機能の低下による移動能力の低下は、
これまで保たれてきた社会活動への参画に支障を来
し、生活の自立性を損ねていく可能性がある。また、
移動能力の低下は社会活動への参画を困難にし、老
年期の生活の質の低下を招く大きな要因となる。
　高齢者が安全・安心な生活を確保し、健康を維持・
増進させるためには、適切な運動やアクティビティ
の拡大が不可欠であり、それを実現するためには、
健康維持のための運動と移動の容易性の確保が重要
な要素である。
　アクティビティの拡大を促すために、従来の公共
交通と連携できる利便性・柔軟性を有する新たなモ
ビリティが有効である。一般に市販されている移動
支援機器にはシニアカー、先進技術を用いた電動車
両、搭乗型移動ロボットなどがある。これらのモビ
リティは、巧みな制御により搭乗者の操作負担を低
減し、２輪車や自動車に乗れなくなった高齢者や身
体障害者の生活移動の面では有効である。しかし、
一方では、シニアカーは、基本的に下肢を動かすこ
となく移動する機器であり、下肢機能が少しでも
残っている場合は、下肢機能維持の観点からは移動
支援機器として必ずしも適切とは言えない。また、
高齢者の健康を維持・増進させるための運動を阻害
するとも言える。
　これらの背景を踏まえ、本研究では、歩行機能が
低下した高齢者等の外出を支援するために、下肢の
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運動をしながら、安全・安心かつ身体的負担の小さ
い４輪型電動アシスト式移動支援機器（以下、４輪
車と記す）の研究開発を行っている１）。実用化に際
し、過疎地域における高齢者および歩行困難者の①
パーソナルモビリティ環境の改善に有効であるか否
か、②アクティビティによる身体的負担（運動量）
が健康維持・増進にどのような影響をおよぼすのか
などを知ることが重要である。本稿では、フィール
ドで行った実証試験による装置の評価及び利用者の
安全性などについて検討を行った結果を報告する。

２　実証実験のフィールドと評価方法

2．1　実証実験のフィールド

　本研究では、兵庫県篠山市遠
おちがた

方地区を中心的な
フィールドとし、実証実験を行う。
　篠山市遠方地区の基準点測量の標高は150mから
165mである。篠山市遠方地区の地図を図１に示し、
人口統計を表１に示す。

2．2　評価方法

　本研究では、高齢者、歩行困難者が日常生活環境
で円滑な移動を行う際、運動療法で推奨されている
運動量（身体的負担）を勘案し、電動アシスト４輪
車における合理的な駆動アシスト力を定量的に求
め、ユニバーサルデザイン政策３）で謳われている「だ
れもが安全で暮らしやすいまちづくり」のための移
動支援機器を構築する。そのため、当過疎地域に居
住している高齢者および歩行困難者の公共交通の拠
点までのアクセスと日常生活活動範囲を検討する。
具体的には下記の２点に関する実験を行う。

１．走行速度は、身体運動における生理的な負荷
や運動強度の尺度となる。したがって、それ
らを計測することにより、被験者の運動能力
を客観的に評価することが可能である。

２．身体運動時の酸素摂取量は、体力や健康に関
する重要な体力指標として位置づけられてい
る４）。酸素摂取量を計測し、運動強度を客観
的に評価する。

３　フィールド実験

3．1　被験者

　本実験の遂行にあたり、兵庫県立福祉のまちづく
り研究所の倫理審査会の承認を得た。実験に参加を
希望して応募した被験者には実験内容を十分に説明
し、インフォームド･コンセント（informed consent）
に基づいて実験を行う
　被験者３名は病歴がない高齢男性１名、女性２名

（平均年齢69±４歳、平均体重59±７㎏、平均身長
158±８㎝）である。

3．2　４輪車

　本実験に用いた足漕ぎ電動アシスト４輪車を図２
に示す。この装置は加齢により、筋力が衰えて歩行
能力が低下したり運動感覚機能や瞬発力などが低下
した高齢者が安全で楽に移動・外出できるように支
援するため開発した機器である。通常の自転車のよ
うに足を使って駆動しながら走行する方式にして
いる。
　装置のサドル高はペダリング運動時の被験者の生
体に及ぼす神経・生理学的な影響や関節に及ぼす力
学的な影響大きい。従ってサドル高は、各被験者の
体型や姿勢に違和感がないように調整を行った。
　

表１　篠山市遠方地区の人口統計
Table 1　Demographic chart of Ochikata area Sasayama City

図１　篠山市遠方地区の地図２）

Fig.1　Map of Ochikata area Sasayama City ２）
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3．3　評価実験

　評価実験は、図３に示す二つのルートで行う。評
価実験ルートのプロフィルを表２に示す。
　被験者は本装置を用いて日常生活活動を行った
際、身体運動能力における生理的な変化を計測する
ことした。評価タスクとして、走行距離往復１㎞の
緩やかなスロープを含むルートＡと平均勾配5.8％

の登り片道240mであるルートＢのそれぞれに対し
て、ペダル回転力に対して２倍のアシスト力を呈示
するモード（以下、Ａモードと記す）とアシスト力
なしモード（以下、Ｎモードと記す）の２種類につ
いて実験を行った。また、体幹角度が一定になるよ
うにハンドルの位置を調節し、被験者が実験中どの
条件時でもハンドルの同じ位置を握るように口頭で
指示した。
　ルートＡ（図４）の場合、スタート地点から
120mまでは基準点測量差（標高差）は、3.4mで、
平均勾配が2.8％である。その後の380mは標高差
1.1mで、平均勾配が0.3％である。
　ルートＢ（図５）の場合、スタート地点から25m
までは比較的に緩やかな勾配を示すが、20m以降か
らゴールの20m前までは、平均勾配が約７％となる。
先行研究で行った兵庫県立総合リハビリテーション
センターの体育館に設置された避難スロープの距離
５）の２倍ほどである。
　いずれの走行実験においても、走行速度は被験者
の身体的能力に合わせて、なるべく一定で走行する
よう口頭で指示した。

図２　4輪型電動アシストパーソナルモビリティ
Fig.2　Four-wheel electric power-assisted personal mobility

図３　篠山市遠方地区の地図２）

Fig.3　Map of Ochikata area Sasayama City ２）

表２　評価実験ルートのプロフィル
Table 2　Profile of evaluation experiment route

図４　ルートAのプロファイルマップ
Fig.4　Profile map of route A

図５　ルートBのプロファイルマップ
Fig.5　Profile map of route B
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3．4　酸素摂取量計測

　被験者の身体的負担の評価は、酸素摂取量（以下、
VO2と記す）を測定して評価することとした。計測
器 は 携 帯 型 呼 吸 代 謝 測 定 装 置（MedGraphics® 
VO2000）を用いた。酸素分析計の計測精度±0.01％
以内で、10秒毎の平均酸素摂取量を計測した。酸素
摂取量は、各実験とも、走行実験前後５分間の安静
時のデータも収集した。実験の様子を図６に示す。

３　実験結果

　本評価実験では、参加した被験者３名に呈示した
タスクを走行し、被験者全員が遂行できた。その結
果を表３に示す。
　被験者Ａが４輪車を一週間と二週間、日常生活活
動に用いた後、ルートＡのＡモードとＮモードの走
行速度を比較してみるとそれぞれ13秒と25秒速く
なった。また、ルートＢの場合も同じく、それぞれ
25秒速くなった。
　被験者Ｂの場合も同様に、８秒、６秒、５秒、５
秒速くなった。被験者Ｃも同じく、31秒、３秒、12
秒、３秒速くなった。
　図７に被験者ＡがルートＡを走行した際、Ｎモー
ドでは７日目と14日ともに6kmを下回ったが、Ａ
モードでは、Ｎモードより速かった。被験者Ｂや被
験者ＣともにＮモードよりＡモードが速かった。

図６　実験の様子
Fig.6　Overview image of experiment

(a) Route A

(b) Route B

表３　実験結果
Table 3　Experimental result of subjects’

(a) 7th day of route A

(b) 14th day of route A

図７　ルートAの7日目と14日目の速度
Fig.7　Route A Velocity of the 7th and 14th day
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　ルートＢを走行した際の被験者３名のＮモードと
Ａモードにおける走行速度を図８に示す。被験者Ａ
の走行速度は他の２名より全体的に遅いが、Ｎモー
ドとＡモードで走行した際を比較してみるとほぼ同
様の割合でＡモードが速かった。
　被験者３名がルートＡで走行した際の走行速度差
とルートＢで走行した際の走行速度の関係では、
身体的負荷が大きくなるルートＢのほうが大き
かった。
　被験者３名が７日目と14日目にルートＡおよび
ルートＢで走行実験を行ったVO2の結果を図９、図
10に示す。
　ルートＡを７日目に走行した際のVO2は、Ｎモー
ドとＡモードにおいては大きな差は見られなかった
が、14目では、被験者３名ともにＡモードのVO2が
少なかった。また、被験者ＢとＣの場合は、７日目
より14日目のVO2が上昇した。
　ルートＢでは、被験者３名ともにＮモードよりＡ
モードのVO2が少なかった。７日目のVO2は、被験
者ごとに差はあったが、14日目では３名ともほぼ同
様のVO2を示し、全体的にVO2が減少する傾向を見
せた。被験者Ａの場合は、７日目のＮモードより14
日目のVO2が上昇したが、Ａモードでは減少が大き
かった。

４　考察

　本研究では、過疎地域における高齢者が安全・安
心な生活を確保し、社会活動への参画および居住地
から公共交通までのアクセスに際し、４輪車で外出
をした場合の移動可能距離やペダリング運動が身体
にどのように影響を及ぼすかについて検討した。
　運動を行った時に身体的な負担に大きく影響する
因子は外的負荷である６）。外的な負荷により人体が
行う運動強度が決定される。運動強度は、運動時の
VO2を計測・分析することによって評価することが
できる。実証実験のルートＡとルートＢは、運動療
法においてサイクリングやエルゴメーターで推奨さ
れている時間７）を根拠として定めた。
　ルートＡの走行速度（図７）では、参加した被験
者に残存する運動能力に対して外的な負荷が大きく
なかったため走行速度の個人差が小さかったが、
ルートＢのＮモード（図８）では個人差が見られた。
これは、外的な負荷の影響が起因したと考えられる。
一方、Ａモードでは、Ｎモードと比べて個人差が少
なかったのは呈示した電動アシスト力が、被験者の
衰えた運動能力を補ってくれたためと考える。
　VO2の図10（b）の被験者Ａは、ルートＢのＮモー

図８　ルートBの7日目と14日目の速度
Fig.8　Route B Velocity of the 7th and 14th day

(a) 7th day of route B

(b) 14th day of route B

図９　ルートAの7日目と14日目の酸素摂取量
Fig.9　Route A VO2 Volume of the 7th and 14th day

(a) 7th day of route A

(b) 14th day of route A

図10　ルートBの7日目と14日目の酸素摂取量
Fig.10　Route B VO2 Volume of the 7th and 14th day

(a) 7th day of route B

(b) 14th day of route B



118 福祉のまちづくり研究所報告集

ドとＡモードの差が大きい。それは、走行速度と同
じく電動アシスト力があり、身体負担が少なかった
と考えられる。
　運動療法の観点では、ルートＡおよびルートＢに
おいて電動アシスト力の有無に関係なく低強度の有
酸素運動になると推測することができる７）。有酸素
運動トレーニングは、高齢者の健康維持・増進また
は心血管系疾患や脳血管障害者の運動能力を向上さ
せるという強い根拠があり８）、また有酸素性能力を
向上させる有益な訓練法である９）。更に、心血管系
疾患の疑いのある者、身体性の低い者、虚弱な高齢
者などの運動の危険度の高い者に対しては、身体負
担の40％程度の低強度の運動負荷が推奨されている
10）ことから、本装置を日常生活活動に用いた場合は、
健康維持・増進および移動支援機器として有効であ
ると考えられる。
　これらの結果から、提案した移動支援機器を歩行
機能が衰えた高齢者が使用することで居住地から４
㎞以内の移動による社会活動への参画および公共交
通までのアクセスなどは可能であることが示唆さ
れた。

５　おわりに

　本研究では、過疎地域における高齢者および運動
機能の低下によって歩行が困難になった人を対象に
実証実験を行った。以下に得られた結果をまとめる。
１）提案した本装置は、過疎地域における高齢者お

よび歩行困難者が利用した際、身体的負担が少
なく円滑な走行が可能である。

２）居住地から４㎞以内の社会活動の参画および公
共交通までのアクセスに有効であることが示唆
された。

３）歩行機能が低下した高齢者、心機能や脳血管障
害等による運動機能障害を有する人たちの日常
的な外出支援機器として有効である。

４）高齢者における慢性疾病あるいは危険因子保有
者も適切に使用すれば、身体機能の維持・増進
のために用いられる運動療法機器としても寄与
することが期待できる。
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